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要旨：筆者らの既往の研究では，機械式継手を有する鉄筋コンクリート梁を対象に，カプラーにかかるせん

断補強筋をカプラー端部に配筋する工法について実験的に検討した。また，本工法による梁に対する靱性指

針せん断強度式の適用方法を提案し，せん断強度の計算値と実験結果の比較を通して妥当性を検証した。そ

の結果，計算値が過小に評価される場合があることが明らかとなった。そこで，本研究では上記実験で用い

た梁試験体の有限要素法解析を行い，試験体の性能を再現できることを確認するとともに，せん断強度が実

験結果を過小評価した原因について分析した。 
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1. はじめに 

機械式継手(以下，継手) 1)を有する RC 部材では，図－

1 に示す通り，継手上にせん断補強筋を配するため，せ

ん断補強筋は継手の外形に合わせてサイズを変更しなけ

ればならず，施工性が悪化する。加えて，最小かぶり厚

さの規定より，主筋はより内側に配され，曲げ設計の合

理性を欠く。また，主筋のかぶり厚さも過剰になる。上

記のような問題を解消する観点から，既往の研究（例え

ば，文献 2））では，継手（スリーブ継手）上のせん断補

強筋を継手端部の異形鉄筋上に配筋する工法（以下，本

工法）が提案されている。筆者らはスリーブより一般に

継手長さが短く，また継手径も小さいネジ継手のカプラ

ーを対象に本工法の開発研究を進めている 3),4)。 

筆者らは，文献 4)において，本工法を採用した梁に対

する靱性指針せん断強度式 5)の適用方法を提案するとと

もに，せん断強度の計算値を実験結果と比較し，提案手

法の妥当性を検証した。しかし，一部の試験体のせん断

強度を計算値が過小に評価する結果となった。この結果

はとくにコンクリートの圧壊によりせん断強度が決定さ

れたと判断される試験体において顕著に観察された。 

そこで，本研究ではせん断強度が過小評価された試験

体を中心に FEM 解析を行い，その性能を再現すること

を試みる。併せて，解析結果に基づき，試験体のせん断

強度が過小評価された原因について検討した結果を報告

する。 

 

 

図－1 せん断補強筋の配筋方法 

2. 試験体と実験方法の概要 

2.1 試験体 

図－2に試験体配筋図とカプラー詳細図，表－1に材料

試験結果を示す。試験体は縮尺1/2，すべてせん断破壊先

行型として設計した。そのため，せん断補強筋には普通

強度鉄筋SD295を用いたが，主筋に高強度鉄筋USD980

を用いた。試験体は計4体で，変動因子は試験体中央で主

筋を接続するカプラーの有無と長さである。なお，試験

体MI1では標準的な長さ180mmのカプラーを，試験体

MI1AとMI1Bでは仮想の長さ280mm，380mmのカプラー

をそれぞれ採用した。全試験体に共通する構造因子は，

Fc=20N/mm2，pw=0.95%，pt=1.45%，せん断スパン比:1.0 

 

 

図－2 試験体配筋図とカプラー詳細図 
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表－1 材料試験結果 

コンクリート 

試験体名 
圧縮強度 
[N/mm2] 

引張強度 
[N/mm2] 

弾性係数 
[N/mm2] 

NN1 19.7 1.72 2.02×104 

MI1 19.6 1.90 2.04×104 

MI1A 19.5 2.12 1.91×104 

MI1B 19.4 1.80 1.77×104 

鉄筋 

呼び名 
降伏強度
[N/mm2] 

引張強度
[N/mm2] 

弾性係数
[N/mm2] 

D19 1006 1146 1.70×105 

D10 374 465 1.72×105 

 
である。これらの試験体はせん断破壊が先行するように，

且つ，特定のせん断破壊モード（コンクリートの圧壊に

よるせん断破壊）を予め想定して設計された。せん断強

度の評価方法は次節において後述する。 

図－2に示すように，継手部において鉄筋はカプラー

両端から中央まで挿入し，グラウト材(エポキシ樹脂)を

注入して結合した。 

2.2 靱性指針せん断強度式
5)
に基づくせん断強度の評価 

筆者らは文献4)において靱性指針せん断強度式を本工

法による梁に適用する方法を提案，検証した。この方法

では，図－3に示すように，カプラーを含む jecot∅ の区

間をカプラー区間としてせん断強度を算出した。 

式(1)に示す靱性指針に基づくせん断強度 Vu の算定で

は，カプラー区間の構造詳細を以下の通り考慮した。 

(1) せん断補強筋のカプラー端部配筋を考慮する方法 

本工法では，カプラー上にせん断補強筋を配さないた

め，式(2)に示すようにせん断補強筋間隔 s をカプラー端

部に配筋したせん断補強筋の間隔 s’に置き換えた。 

(2) カプラー小口の支圧強度を付着強度に換算する方法 

本工法のカプラー区間の付着抵抗機構は，図－3 に示

すようにカプラー小口の支圧強度，カプラー表面の付着

強度，異形鉄筋表面の付着強度の 3 つの機構であると仮

定し，それらの合計値をカプラー区間の付着強度と見な

した。ただし，カプラー表面の付着強度は，一般に異形

鉄筋の表面の付着強度より小さいため式(3)中に考慮せ

ず，安全側の評価とした。また，カプラー小口の支圧強

度は構造実験 4)に基づくデータを用いた。 

以上の通り算定した各試験体のせん断強度および破

壊メカニズムを表－2 にまとめる。各試験体の計算値は

すべてコンクリートが圧縮破壊する場合の Vu3 が最小値

となった。参考までに曲げ強度の計算値を併せて示す。 

2.3 載荷方法 

図－4 に載荷装置と載荷履歴を示す。同図に示すよう

に，梁試験体を鉛直に設置し，上下のスタブを載荷装置 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図－3 カプラー部の構造詳細 

 

 

௨ܸ ൌ ݉݅݊൫ ௨ܸଵ， ௨ܸଶ， ௨ܸଷ， ܸ௨൯ 式ሺ1ሻ 

・せん断補強筋が降伏する場合  

௨ܸଵ ൌ ௪௬ܾߪ௪ߤ ݆  ቆߪߥ െ
௪௬ߪ௪5

ߣ
ቇ
ܦܾ
2
݊ܽݐ  ߠ

・せん断補強筋の降伏とコンクリート 

（トラス機構）の圧縮破壊が同時に生じる場合 

௨ܸଶ ൌ
ߪߥߣ  ௪௬ߪ௪

3
ܾ ݆  

・コンクリート（トラス機構）が圧縮破壊する場合 

௨ܸଷ ൌ
ߪߥߣ
2

ܾ ݆  

・主筋に沿って付着割裂破壊する場合  

ܸ௨ ൌ ܶ ݆  ቆߪߥ െ
2.5 ܶ

ܾߣ
ቇ
ܦܾ
2
݊ܽݐ  ߠ

ߣ ൌ 1 െ
ᇱݏ

2 ݆
െ
ܾ௦
4 ݆

൫sᇱ：図െ 3参照൯ 式ሺ2ሻ 

ܶ ൌ
ሺ߬௨ଵ∑߰ଵ  ߬௨ଶ∑߰ଶሻ݈′  ܨ

݆ ݐܿ ∅
 式ሺ3ሻ 

൫݈
ᇱ, ：図െܨ 3参照൯  

	

ここで，μ：トラス機構の角度を表わす係数，pwe：有効せん断

補強筋比，σwy：せん断補強筋の信頼強度，be：トラス機構に関

与する断面の有効幅，je：トラス機構に関与する断面の有効せい，

ν：コンクリート圧縮強度の有効係数，σB：コンクリート圧縮強

度，λj：せん断補強筋のカプラー端部配筋を考慮したトラス機

構の有効係数，b：断面の幅，D：断面せい，θ：アーチ機構の

圧縮束の角度，TXj：カプラー小口の支圧強度を考慮した部材単

位長さあたりに負担できる付着強度，s’：カプラー両端に配筋

されたせん断補強筋の間隔，bs：せん断補強筋の断面方向の最

大間隔，τbu1：梁の 1 段目主筋の付着強度，Σψ1：1 段目主筋の

周長の合計，τbu2：2 段目主筋の付着強度，Σψ2：2 段目主筋の

周長の合計，∅：トラス機構の圧縮束の角度，lx’：カプラーを除

いた異形鉄筋の付着長さ，Fb：カプラー小口の支圧強度，l：カ

プラー長さ	

l
lX' = je cotφ－l

T

異形鉄筋表面
の付着強度

s'≦je cotφ

カプラー小口の
支圧強度：Fb

je cotφ
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表－2 各試験体の計算値一覧 

試験体名 NN1 MI1 MI1A MI1B

せん断強度 

[kN] 

Vu1 695.3 695.3 695.3 695.3

Vu2 331.8 269.1 224.6 180.4

Vu3 323.9 229.9 163.0 96.7

Vbu 507.1 473.0 394.8 316.7

曲げ強度 5) [kN] 1068.6 

 

に固定した。軸力が作用しない状態を維持しながら，正

負交番で水平力を載荷した。載荷は梁（試験区間）と上

スタブ境界での水平相対変位により制御した。載荷履歴

は，変形角(以下，R)±1/800(rad.，以下省略)のみ 1 サイ

クルとし，R=±1/400，±1/267，±1/200，±1/133，±1/100，

±1/67，±1/50，±1/33 まで各 2 サイクル載荷する計画とし

た。尚，最終サイクルまでに全試験体の耐力が各最大耐

力の 80%未満に低下したことを確認した。 

 

3. 実験結果の概要 

3.1 破壊経過と荷重－変形関係の概要 

試験体の破壊経過について説明する。まず，部材端部

に初期曲げひび割れおよび曲げせん断ひび割れが発生し，

その後，付着割裂ひび割れを観察した。さらに変形が進

むと曲げせん断ひび割れが増加，進展し，最大耐力を記

録した。すべての試験体は計画通り曲げ降伏することな

くせん断破壊が先行した。また，カプラーなしのNN1の

部材端部を除いて，最大耐力に至るまでせん断補強筋は

降伏せず，全ての試験体で，最大耐力以前の主筋に沿う

付着割裂ひび割れは軽微であった。以上より，目視では

必ずしも明瞭なコンクリートの圧壊は観察されなかった

が，表－2の計画通り，コンクリートの圧縮破壊が最大

耐力（せん断耐力）の決定要因であったと判断される。 

標準的なカプラーを有する試験体MI1について，図－5

に荷重－変形関係と図－6に最終破壊状況を示す。同図

中の網掛け部分はコンクリートの剥落を示す。その他の

試験体の実験結果などについては文献4)を参照していた

だきたい。 

3.2 せん断強度の計算値と実験値の比較 

表－3 に各試験体のせん断強度について表－2 の計算

値を実験値と比較して示す。ただし，実験値は正負の最

小値を示す。実験では、カプラーの長さが異なる試験体

の最大耐力とカプラーの長さの間に相関が見られた。カ

プラーの長さが長いほど最大耐力が小さく，MI1 と MI1B

では 4 割程度の耐力差が生じた。すなわち，カプラー区

間でコンクリートの圧壊によりせん断破壊する場合，カ

プラーの長さが長いほど耐力が低下した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4 載荷装置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－5 MI1 の荷重－変形関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－6 MI1 の最終破壊状況 

 

表－3 計算値と実験値の比較 

試験体名 NN1 MI1 MI1A MI1B

せん断強度 [kN] 323.9 229.9 163.0 96.7

実験値 [kN] 389.3 378.0 311.3 271.5

 

3.1 節で述べたように，実験結果は全試験体でコンクリー

トの圧縮破壊が支配的であった。従って，2.2 節の評価方

法により破壊機構は適切に評価できた。しかし，カプラ

ーを有する試験体では計算値が実験値を大幅に過小評価

する結果となった。 
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4. 解析方法 

3.2 節より，文献 4)で提示したせん断強度式が実験結

果を過小評価した結果を受けて，有限要素解析を行い，

その原因について検討する。解析対象は 2 章で示した計

4 体の試験体である。 

4.1 解析モデル 

本研究では FINAL7) を用いて 3 次元の FEM 解析を計

画した。なお、解析モデルは試験体形状の対称性を利用

して，断面幅方向中央で切断した 1/2 の部分をモデル化

した。図－7 に解析モデル概要、図－8 に材料モデルを

示す。材料特性は表－1 を参照されたい。 

(a) コンクリート 

コンクリートは 8 節点アイソパラメトリック要素に置

換した。構成則については，圧縮応力－ひずみ関係は修

正 Ahmad モデル 8) を用いた。コアコンクリートでは，3

軸応力下の破壊条件として Ottosen の 4 パラメータモデ

ルを用いた。また，畑中らの係数 9)により，最大強度お

よびひずみの上昇を考慮した。引張側は，出雲らの提案

するモデル 10)の係数 C=1.0 を採用した。一方，カバーコ

ンクリートは拘束による強度上昇を考慮しないモデルと

した。コンクリートのひび割れ後のせん断伝達モデルは

Al-mahaidi モデル 11)を用い，ひび割れ直交方向の引張ひ

ずみの関数としてせん断剛性の低下を表現した。また，

本解析では非線形ポアソン効果を考慮するモデル 12)と

した。採用した各材料モデルを図－8 a)～c)に示す。な

お，スタブのコンクリートは弾性体とした。 

(b) 鉄筋要素 

主筋およびせん断補強筋は 2 節点トラス要素により構

成した。構成側は bilinear モデル（降伏後の剛性低下率：

1/1000）とした。 

(c) カプラー 

カプラー小口の支圧力の評価に重点を置き，カプラー

は 8 節点アイソパラメトリック立体要素で構成し，支圧

面積と等断面の矩形とした。構成則は鉄筋と同様である。

また，主筋とカプラーは剛に接合した。 

(d) 付着 

鋼材とコンクリート間の付着は，主筋のトラス要素と

コンクリート要素間およびカプラーの立体要素（長手方

向側面）とコンクリート要素間に物理的な大きさを持た

ない接合要素を定義した。主筋とコンクリート間の付着

応力－すべり特性には，図－8 d)に示す CEB-FIP Model 

Code 199013)に基づき異径鉄筋の条件を与えた。ただし，

強度到達までの特性には Elmorsi らのモデル 14)を用い，

付着強度は靱性保証型設計指針 5)に依った。また，カプ

ラー表面とコンクリート間は付着なしと仮定した。 

(e) 支圧力 

カプラー小口の支圧力を考慮するため，カプラー小口 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a) 修正 Ahmad モデル  b) 出雲らのモデル 

 

 

 

 

 

 

 

c) Al-Mahaidi モデル   d) 付着すべりモデル 

図－8 材料モデル 

 

面とコンクリート間には、物理的な大きさを持たない接

合要素を挿入した 15)。図－9 に示すように，カプラー端

部に圧縮力が生じた場合，十分大きな剛性を与え，圧縮

応力を伝達するモデルとした。また，カプラー小口の支

圧強度は構造実験 4)に基づき，18.6N/mm2（＝支圧強度の

実験値 7.0kN／カプラー小口断面積 377mm2）を用いた。

引張力が生じた場合，圧縮側と同程度の剛性を与え，要

素同士が離間するように十分小さな引張強度を与えた。 

図－7 解析モデル概要 
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4.2 載荷方法 

載荷に際しては，下スタブ底面は固定端，上スタブ上

面は水平方向に対してのみローラー支持とし、逆対称曲

げモーメントを維持した。載荷方法は水平方向への単調

載荷とした。ただし，水平載荷は図－7 における変位計

測点での変位を制御した。 

 

5 解析結果 

表－4 では各試験体のせん断耐力の実験値と解析値を

比較する。ここで，実験値は正側，負側の最小値を表記

した。表－4 より，最大耐力は全試験体で解析値が実験

値を 1 割から 2 割程度上回る結果となった。これは，実

験では正負交番の繰り返し載荷であるのに対し，解析は

水平方向の単調載荷であるためと考えられる。 

図－10 に解析より得られた各試験体の荷重－変形関

係を実験結果の正側の包絡線と反転させた負側の包絡線

と比較して示した。カプラー長さを延長した影響につい

て考察する。実験ではカプラー長さを延長，つまりカプ

ラー両端のせん断補強筋間隔が広いほど、最大耐力およ

び最大耐力時の変形角が小さくなる傾向が見られた。解 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－9 カプラー小口の支圧力のモデル化 

 

表－4 せん断耐力の実験値と解析値の比較 

試験体名 NN1 MI1 MI1A MI1B

実験値 [kN] 389.3 378.0 311.3 271.5

解析値 [kN] 480.7 410.9 349.2 303.6

解析値/実験値 1.23 1.09 1.12 1.12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－10 荷重-変形関係 

    

図－11 最小主応力コンター図 
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析では，最大耐力時の変形角を MI1A と MI1B で実験よ

りも大きくなる結果となったが，最大耐力の減少傾向を

捉えることが出来た。 

図－11 に断面幅中央面の最小主応力のコンター図を

示す。同図では，試験体のせん断耐力が最大耐力の 80%

を有している状態で比較する。 

NN1 は均等配筋されているためトラス機構が形成さ

れ試験体全域に圧縮応力が発生している。一方，カプラ

ーを有する試験体では，カプラー長さが長いほど，カプ

ラー間の圧縮域の幅が小さくなっていることがわかる。

その結果，せん断耐力が低下したものと判断される。し

かし，最もカプラーが長い MI1B についても一定のアー

チ機構は存在していることが確認された。 

靱性保証型設計指針 5) のせん断強度式では，Vu2，Vu3

でせん断強度が決まる場合は理論上トラス機構のみ存在

していることになる。2.2 節(1)項で示したように，文献

3)の提案式では，トラス機構の有効係数にせん断補強筋

のカプラー端部配筋を考慮することでせん断強度の低減

効果を表現したが，基本とした靱性指針式上で残存する

アーチ機構を考慮していないため計算値が過小評価され

た。より精度よくせん断強度を評価するためには，アー

チ機構をより適切に表現し得る方法について検討する必

要がある。 

 

6 まとめ 

せん断補強筋をカプラー端部に配筋する工法を採用

した梁のせん断強度について実験，解析を通して検討し

た。文献 4)で提案したせん断強度の評価式 4)では，コン

クリートの圧壊により梁のせん断破壊が生じる試験体の

強度が過小に評価された。その原因を分析するため，こ

れらの試験体の FEM 解析を行った。本研究により得ら

れた知見を以下にまとめる。 

1. 単調載荷した FEM 解析による梁試験体のせん断耐

力は実験値を 1~2 割程度上回ったが，最大耐力を比

較的良好に評価できた。 

2. カプラー長さを延長（カプラー両端のせん断補強筋

間隔を拡大）することによるせん断耐力の減少傾向

を FEM 解析により再現できた。 

3. FEM 解析で得られたコンクリートの応力状態から、

アーチ機構がせん断耐力に寄与していることが明

らかとなった。文献 4)の提案式の精度を改善するた

めには，アーチ機構の寄与を適切に考慮する必要が

ある。 
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